
大 交 流 維 新

～「安心で希望と活力に満ちた山口県」の実現～



山口きらら博記念公園（広域公園）

供用面積 130.3ha

主な施設 多目的ドーム
屋内水泳プール
サッカー・ラグビー場
トリムの広場（遊具広場）
大芝生広場
2050年の森

駐車場 約9,000台

山口きらら博
記念公園

新幹線駅
から15分

空港から20分

ICから5分

良好なアクセス

山口きらら博記念公園の交流拠点施設としての機能強化について
《国土交通省》

～やまぐち未来維新プラン推進（超重点）要望～

提
案
・要
望

１ 官民連携による効果的な施設整備・運営手法を導入するための支援
○ 公園の魅力をより高めるため、Ｐａｒｋ－ＰＦＩなど民間活力の積極的な導入に必要となる取組への支援

○ 地域や教育機関、民間企業と連携した運営体制の構築等に対する財政的支援及び技術的助言等

２ 誰もが、共に遊び、集い、学ぶことができる施設整備・交流促進への支援
○ 公園を訪れる誰もが、共に遊ぶことができる多様な施設を整備するための予算の確保・助言

35大規模な駐車場

海に面した絶好のロケーション

広大な芝生広場

多目的ドーム

屋内水泳プール

現 状
高いポテンシャルを有する山口きらら博記念公園



○ 民間活力の導入に当たってのノウハウや費用

① 官民連携の取組に対する財政的支援や技術的助言
 ② 多様な施設の整備等に対する予算の確保や技術的助言

② 誰もが、共に遊び、集い、学ぶことができる施設整備・交流促進

① 官民連携による効果的な施設整備・運営手法の導入

36

県民活力の創出・発信を図るため公園を拠点とした交流を拡大

宿泊（合宿）施設の整備

○ 公園を訪れる誰もが、共に遊ぶことができる多様な施設の整備費用 等

インクルーシブ遊具の整備

○ 多様な主体と連携した運営体制など持続可能な仕組みづくり

地域等と連携した運営体制の構築

課

題

項目 R5 R6 R7～

基本構想
策定

具体的な
検討・整備※インクルーシブパーク社会実験（R4.10）

【交流拠点化に向けたスケジュール】

※宿泊（テント泊）実証実験（R5.8）

※山口きらら博記念公園活性化協議会

による花壇整備イベント（R5.9）

※「きららパークを話したい会」県民ワークショップ

in下関（R5.8）

県民参加ワークショップでの意見交換

アーバンスポーツパークの整備

※アーバンスポーツパーク実証実験（R5.10）



➍ テレワークの実施率

転出超過の改善に向けた若者・女性の地方移住への支援強化について
《内閣官房／内閣府／総務省／厚生労働省》

提
案
・
要
望

現   状

課題・問題点

２ 若者・女性の雇用に取り組む企業への支援の拡充・強化

○ 県外へ進学・就職した若者・女性のふるさと回帰を促進するための支援策の創設

○ 地方移住に関心をもつ若者・女性を対象とした相談会やマッチング支援等の充実

○ 「移住支援金制度」の移住元要件の緩和や運用の弾力化

３ 地方移住を希望する若者を強力に後押しする支援等の実施

○ 地方における若者・女性の雇用の創出・拡大を図る企業に対する支援の拡充

○ 若者・女性の就労ニーズが高い産業の重点的な育成・支援の強化

○ テレワークを活用した柔軟な働き方の推進による地方移住の実績に応じた補助等

１ 地方回帰の潮流を持続的なものとして加速させることによる東京一極集中の是正
○ 東京圏から地方への移住者の目標（年間１万人）達成に向けた、地方創生テレワークや転職なき移住等の推進

○ デジタル実装による地方の社会課題解決に向けた取組の着実な実行と地域格差の是正

～やまぐち未来維新プラン推進（超重点）要望～

地 方 （山口県）

都市部（東京圏）

➊ 人口移動報告の推移 【総務省】             ➋ 地方移住への関心度          ➌ 地方移住への懸念

【対象】 東京圏等に拡大 し、支援金を支給

➤ 東京へ人が戻り、東京圏の転入超過は継続    ➤ 山口県の若者の県外流出が多い ➤ 場所・時間に捉われない働き方が重要   ➤ 本県独自の取組としてR5実施
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県の取組

① 本県への移住者数

○ 東京一極集中の傾向が再び強まり、また、東京圏内に人の流れが滞留している現状を踏まえた早急な対策の強化が必要

○ 社会や若者のニーズに応じた産業の育成・強化とともに、地方での受け皿として雇用の創出・拡大する企業の支援等が必要

○ アフターコロナもテレワークによる柔軟な働き方を推進する企業の支援や、実行性を高める数値目標の設定等の具体策が必要

○ 地方移住を希望する若者への相談対応や就職の斡旋、自治体とのマッチングなどのきめ細やかな対応による強力な誘引が必要

※ 転入者等アンケートの通年度(H29)集計開始時からの推移

② やまぐち創生テレワーク移住補助金

➎ ワークライフバランスの重視度

1位  仕事や収入 51.1%

➤ 若者の地方移住への関心は高い

うち 20～29歳の男・女人口 ▲2,799

<東京圏在住者>

<東京２３区在住者>

調査時期 R1.12月 R5.3月

20歳代 32.1% → 44.8%

全年齢 25.1% → 35.1%

調査時期 R1.12月 R5.3月

20歳代 38.9% → 43.0%

全年齢 28.0% → 35.7%

（人）

＜東 京 圏＞

＜東京２３区＞

▲ 転入超過

▼ 転出超過
全体 20代 30代 40代 50代 60代以上

30.1% 34.2% 35.1% 29.4% 24.6% 25.5%

※ 以下❷～❺：新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 【内閣府】

調査時期 R1.12月 R5.3月

東京  区 17.8% → 51.6%

地 方 圏 ・8.1% → 23.1%

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

0

 ▲30,000

▲ 3,595 ▲ 3,377 ▲ 3,659 ▲ 3,419 ▲ 3,067 ▲ 2,807
R4

山 口 県

（人）

H29 H30 R1 R2 R3



都市部 （東京圏） 地  方 （山口県）

○ テレワーク実施率

○ 働く上で重視する点

・東京圏から地方への移住者の目標（年間１万人）達成に
向けた、地方創生テレワークや転職なき移住等の推進

・デジタル実装による地方の社会課題解決に向けた取組
  の着実な実行と地域格差の是正

※ 移住・定住の促進に向けた推進組織

移住の働きかけ 移住に向けた支援 受入・定着

 

【要望②】
   若者・女性の雇用に取り組む企業への支援

 の拡充・ 強化

【要望③】
 地方移住を希望する若者・女性を強力に

 後押しする支援等の実施

・地方で若者等の雇用を創出・拡大する企業への支援拡充

・若者等の就労ニーズが高い産業の重点的な育成等の強化

・テレワークを活用した柔軟な働き方の推進による地方移
住の実績に応じた補助等

・県外へ進学・就職した若者等のふるさと回帰を促進するた
めの支援策の創設

・地方移住に関心をもつ若者等を対象とした相談会やマッ
チング支援等の充実

・移住支援金制度の移住元要件の緩和や運用の弾力化柔軟な働き方の定着 理想のライフスタイル

○ 地方移住の関心度

○ 地方移住の関心理由

○ 地方移住の懸念

人口集中リスクの回避

民間企業
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【要望①】
 地方回帰の潮流を持続的なものとして加速
させることによる東京一極集中の是正

【形態】 地方移住、転職なき移住、テレワーク移住、二地域居住 等

【目的】 豊かな自然環境、ゆとりある生活、充実した子育て環境 等

➤ 就業先・雇用の確保

➤ 移住希望者の増加

➤ ふるさと・地方回帰

➤ 時間や場所に捉われない仕事

移住相談対応 移住・定住の実現

都市部からの人の流れの呼び込み

若者・女性の移住に向けた流れを加速

移住イベントでの魅力発信

1位  仕事や収入 51.1%

2位  買物や公共交通等の利便性 27.0%

3位  人間関係や地域コミュニティ 26.6%

「住んでみぃね！ぶちええ山口」県民会議

移住・定住を支援する様々な取組

➤ 地方のテレワーク環境整備

➤ ライフスタイル重視の働き方

※ 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 【内閣府】

➤ ２０代の地方移住への関心が高い

東京圏２０代

東京２３区
 ２０代

東京２３区
全年齢

東京圏
全年齢

➤ ２０代の地方移住への関心が高い

専用サイトでの情報提供

やまぐち暮らし支援センター
(移住相談窓口：東京・大阪等) 移住者交流会の実施

地方創生テレワーク  
  モデルオフィス// 

「YY!SQUARE」(県庁)

移住費用割引
パスポート

来県交通費補助

地方移住への関心の高まり 移住・定住の促進

コロナ禍で生じた意識の変化

市 町 経済団体

教育機関

1位  テレワーク等により柔軟な働き方ができる 39.9%

調査時期 R１.12 R2.5 R3.5 R4.6 R5.3

東京23区 17.8% 48.4% 53.5% 50.6% 51.6%

地  方  圏 ・8.1% 19.0% 21.9% 22.7% 23.1%

1位  自然豊かな環境に魅力を感じる 33.1%

2位  地方でもテレワークで同様に働ける 22.6%

3位  感染症と関係ない理由 21.7%



  水際対策の終了や訪日意欲の高まりにより、訪日外国人旅行者数はコロナ禍前の半数
以上に回復

しかし、訪日外国人旅行者は大都市圏等に集中しており、ゴールデンルートから外れた
地方にはインバウンドの回復の恩恵が十分に及んでいない

山口県には、韓国、台湾、中国、香港、ASEANからの旅行者が多い

旺盛なインバウンド需要を、
本県に確実に取り込む必要

１ 地方への周遊促進を図るインバウンドの推進
〇 外国人観光客を呼び込む魅力的な観光地域づくりや受入環境整備に

  向けた支援の充実
〇 大都市圏等におけるインバウンドの拡大及び大阪・関西万博開催の機会

  を捉え、地方への周遊促進を図る国・地方が連携した取組の実施・検討

地方への誘客を拡大する戦略的なインバウンドの推進について

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

２ 地方へ国際チャーター便等を誘致するための受入体制強化

 〇 地方が国際チャーター便や定期便を円滑に誘致するため、航空関連事業者
 への経済的支援の充実

〇 国際便の受入再開に伴い課題となっている人材不足に対応するため、航空・
 空港人材確保対策の充実

年 目標

2020年 4,000万人

2030年 6,000万人

年月 実績

2022.9
（緩和前）

21万人

2023.8
（推計値）

216万人

明日の日本を支える観光ビジョン（2016年）

≪訪日外国人旅行者数≫

訪日外国人旅行者目標

訪日外国人旅行者の状況 ／ インバウンドを取り巻く現状

●インバウンド需要を地方に取り込み、周遊促進を図る戦略的な取組が必要

●外国人観光客を直接地方へ呼び込むため、国際チャーター便等を誘致するための受入

 体制強化が必要

出展：ＪＮＴＯ報道発表

《国土交通省／観光庁》

インバウンドの急速な回復

～やまぐち未来維新プラン（超重点）要望～
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地方空港に対する国の支援

・山口宇部空港が、新規就航・増便に対する支援の対象となる「訪日誘客支援空港」に
認定（令和4年8月）

・航空・空港人材の確保、育成等に係る事業経費を補助【地方空港等受入環境整備
補助金（令和4年度補正）】

地域名 実績

韓国 57万人

台湾 40万人

中国 36万人

米国 14万人

その他 69万人

内訳



山口県に外国人観光客を呼び込み、活発な交流を促進する！

要望事項インバウンドの拡大に必要な取組

地方への周遊促進を図るインバウンドの推進

■大都市圏におけるインバウンドの拡大を捉え、地方への
 周遊促進を図る国・地方が連携した取組

●魅力的な観光地域づくりや受入環境の充実
・外国人観光客のニーズを捉えた地域の魅力を活かしたコンテンツ

●地方への周遊を促す国・地方が連携した取組
・外国人観光客の大都市圏から地方への誘客促進

国際チャーター便等の誘致に必要な取組

国際チャーター便等を誘致するための受入れ体制強化

要望事項

●航空関連事業者への経済的支援の充実
・着陸料補助、チケットカウンター設置等への経費補助の継続及び拡充
・地上支援業務等の経済的負担の緩和

●航空・空港人材確保対策の充実
・人材確保のPR、業務の自動化・効率化等への対応の拡充

■地方が国際チャーター便や定期便を円滑に誘致する
 ための航空関連事業者への経済的支援の充実

■国際便の受入再開に伴い課題となっている人材不足
 に対応するための航空・空港人材確保対策の充実

地方に交流を生み出す戦略的なインバウンドの推進

■外国人観光客を呼び込む魅力的な観光地域づくりや
 受入環境整備に向けた支援の充実
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山陰道の建設促進について

◇交流基盤の充実・強化

・山陰地域の骨格をなす山陰道には未だ多くのミッシングリンクが存在
・企業誘致や市場の拡大、観光の振興など、九州圏をはじめとした広域
  的な経済交流や連携を図る上で、早期のネットワークの構築が必要

◇強靱で信頼性の高い道路ネットワークの構築

・近年激甚化、頻発化する災害により、各地で幹線道路が寸断
・国土強靱化に向けて、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワー

クの構築が急務

地方創生や国土強靱化を力強く進めるためには、その基盤となる山陰道の早期整備が不可欠

【地方創生】 【国土強靱化】

１ 事業中区間の事業促進
○ 益田・田万川道路 ○ 木与防災      ○ 大井・萩道路

○ 三隅・長門道路 ○ 俵山・豊田道路

提
案
・要
望

現状と課題

２ 未着手区間の早期事業化（計画段階評価への早期着手）
○ 「豊田～下関」 間

○ 「益田～萩」 間のうち残る区間

山口県内の山陰道現況(約110km)

・着手率 ５７ ％
（鳥取県100%、島根県96%）

・整備率 １８ ％
（鳥取県85%、島根県63%）

※着手率：供用済区間及び事業中区間の

全体延長に対する比率

～やまぐち未来維新プラン推進（超重点）要望～
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山陰道 鳥取県～山口県 約380km

ヒトやモノの流れを
飛躍的に拡大

開通区間

事業中区間

未着手区間

現道の課題

《国土交通省》



救急活動の迅速化

①関門医療センター（下関市）
＜３次救急医療機関＞

③角島大橋（下関市）

⑦ABUキャンプフィールド
（阿武町） 企業用地

⑧三隅地区工業用地
[造成中] （長門市）

豊富な地場産品

販売促進・販路拡大

仙崎かまぼこ 瀬つきアジ

②川棚温泉（下関市）

むす坊（萩～長門～下関）

山陰道

④元乃隅神社（長門市） ⑤道の駅センザキッチン
（長門市）

観光の振興（観光客の増加） 産業の活性化

高速交通体系の構築に向けた山陰道の整備により期待される様々な効果
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未 着 手

事 業 中

供 用 済

凡　　　例

⑥萩城下町（萩市）

高速バス（福岡⇔長門間）
2022年7月運行開始

「おとずれ号」 2022年3月オープン



提
案
・要
望

１ 早期事業化に向けて都市計画・環境アセスメントを進めるための調査の迅速かつ着実な実施

現状と課題

◇循環型ネットワークの形成 ・ 信頼性の高い道路網の構築

２ ＰＦＩ等の活用など官民連携による効果的な整備手法の検討促進

下関北九州道路の早期実現について

両市街地間を結ぶルートは、老朽化が進む関門橋、関門トンネルのみであり、
「迂回」、 「渋滞」、 「通行止め」などが課題

中心市街地間の移動距離は、直線距離の約２倍！

両市間移動時の大きな迂回

両市を結ぶ経路上で交通が集中！

両市を結ぶ道路の慢性的な渋滞

関門トンネルや関門橋で頻発する通行止め

関門ﾄﾝﾈﾙでは、事故等による通行止めが

 約2日に1回発生！

交通量： ２５４百台/日
通行止： 約１６９回/年 (H30～R4平均値）

■ 関門地域のさらなる発展のためには、循環型ネットワークを形成する下関北九州道路の整備が不可欠

■ 近年頻発する大規模災害時にも機能する信頼性の高い道路網を構築する観点からも、当該道路の早期整備が必要

地
域
に
よ
る
調
査

計
画
段
階
評
価

新
規
採
択
時
評
価

新
規
事
業
化

都
市
計
画
・
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を

進
め
る
た
め
の
調
査

◇道路調査の流れ

現在

交通量： ３６９百台/日
通行止： 約１．８回/年 (H30～R4平均値）

【関門トンネル】 S33.3.9開通(６５年経過） 【関門橋】 S48.11.14開通(４９年経過）

～やまぐち未来維新プラン推進（超重点）要望～

43

３ 観光資源としてのポテンシャルを高め、地域活性化に繋がる道路となるような検討の促進

《国土交通省》



下関北九州道路

大規模災害時には、多くの支援車両が関門橋を通行
して救援活動を実施

大規模災害時に機能する信頼性の高い道路網
（海峡を越えた災害への対応）

彦島地区活性化のための下関北九州道路実現期成同盟会

〈

〈

平成３０年７月豪雨の際は、九州から広島・

岡山の被災地へ向けて多くの支援車両が通行

熊本地震の際は自衛隊車両が

  約7000台通行（※山口県調べ）

地 域 の 声

彦島地区期成同盟会の意見提言 （R4.7整備促進大会）

・下関北九州道路建設促進協議会
・(一社)日本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ産業協議会

下関北九州道路シンポジウム（R5.2）彦島地区期成同盟会 総会（R5.3）

地域では、彦島地区の活性化に向けた方策として、

『インターチェンジを設置』、『自転車道・歩道を
設置』、 『周辺道路を整備』 などを望んでいる！

下関北九州道路整備促進大会

整備促進大会（R5.10）

循環型ネットワーク
（くらし、産業・物流、観光、渋滞緩和など関門地域の一体的発展に寄与）

44角倉小学校児童の意見提言（R5.10）

産学官で開催した下関北九州道路シンポ

ジウムでは、『橋を活用した花火大会』

や『クルーズ船観光』 などの地域振興策

が提案された！

地元の小学生から、『橋のイルミネー
ション』、『サイクリングロード』の設置や、

『道の駅』、『遊園地』の整備など、地域の
活性化に向けた提案が発表された！
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